





































会労働党 Parliamentary Labour Party），それを批判してインド自治の段階的実
現を主張した植民地問題専門家（労働党帝国問題諮問委員会 Labour Party 
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 第 2 章は、イギリス本国の反植民地主義団体であるインド連盟が 1932 年に派遣した、インド調査
団の活動およびその際の帝国当局やインドの会議派の反応をたどり、さらに調査団報告の、労働党の
政策形成への影響を検証する。そしてその中で特に、イギリス左派による帝国統治体制・統治理念へ
の批判共有、また会議派運動の「進歩」性認識への貢献、等の点が強調される。 
第 3章は、1930年代のインド脱植民地化過程における議会労働党・労働党帝国問題諮問委員会・イ
ンド連盟の 3つの組織での議論に着目し、帝国からコモンウェルスへの民主主義的発展という基本理
念と、穏健・漸進的脱植民地化を求める実践的要求の間でのジレンマを明らかにする一方、そこに示
された労働党の帝国認識やインド政策構想が、インド独立交渉や、また帝国と民主主義をめぐる思想
史的文脈に貢献したことを指摘する。 
終章はここまでの議論を、序章の 5つの研究視角を中心に再整理し、今後の展望を述べる。 
 ほぼ下野状態だった時期の労働党における対インド問題という、研究史上あまり重視されてこなか 
った主題について、本論文は本国の議会速記録やインド省文書、あるいは労働党の内部文書等を広く
渉猟し、丹念に検討することで、戦間期におけるイギリス左派の、インド憲政改革をめぐる議論や活
動、またそれらがその後の思想や歴史過程に与えた影響を、積極的かつ説得的に明らかにすることに
成功しており、その成果はイギリス帝国史研究に寄与するところがたいへん大きい。 
よって、本論文の提出者は、博士（文学）の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認めら
れる。 
